
データヘルスの推進に向けた保険者支援
― 国保データベース（KDB）システムの活用 ―

令和元年6月12日

国民健康保険中央会

令和元年６月12日

第３回高齢者の保健事業と介護予防の
一体的な実施の推進に向けた

プログラム検討のための実務者検討班
資料３



データ分析にもとづく保健事業の計画・実施・
評価（PDCAサイクル）の取組

保険者等

【 保健事業 】

（都道府県、市町村国民健康保険、国民
健康保険組合、後期高齢者医療広域連
合（委託等により市町村が実施する場合
にあたっては市町村）が実施する保健事
業）

○データヘルス計画
○国保ヘルスアップ事業

○保険者等における個別保健事
業
○その他

○国保ヘルスアップ事業については、保健事業支援・評価委員会から評価を受けることが必須要件

国保・後期高齢者ヘルスサポート事業

【保健事業支援・評価委員会】

公衆衛生学・公衆衛生看護学に造詣
が深い者、大学等研究機関・地域の関
係機関等の有識者及び都道府県職員、
地域の関係者等

・KDBシステム等を活用した
保険者等への情報提供
・保健事業の手順に沿った
評価基準を活用し実施計
画策定への助言
・評価基準等を活用した保
健事業の評価
・保険者等職員に対する研
修の実施

国保連合会

【国保・後期高齢者ヘルスサポート事
業運営委員会】

公衆衛生学・公衆衛生看護学に造詣が
深い者及び大学等研究機関の有識者等

・実態調査
・ガイドラインの策定
・事業の分析・評価・調査・
研究
・事業実施報告会の開催
・事業実施報告書の作成・
公表
・連合会職員等に対する
研修の実施

国保中央会

支援・
情報提供

支援

報告

評価
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○国保・後期高齢者ヘルスサポート事業
市町村国保等のデータヘルス事業を推進するための取組みとして、平成26年度より国保中央会において、「国保・後期高齢者ヘルスサ
ポート事業運営委員会」を設置するとともに都道府県国保連合会には、「保健事業支援・評価委員会」を設置し、国保保険者及び後期
高齢者医療広域連合が行う保健事業の実施計画（データヘルス計画）の策定、実施、評価等の支援を行う「国保・後期高齢者ヘルス
サポート事業」を実施している。

報告

国保連合会・国保中央会の主な保健事業における保険者支援
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国保連合会・国保中央会の主な保健事業における保険者支援

○ KDBシステム等データの活用

Plan（計画）

・データ分析に基づく事業の立案
○健康課題、事業目的の明確化
○目標設定
○費用対効果を考慮した事業選択
(例) - 加入者に対する全般的・個別的な情報提供

- 特定健診・特定保健指導等の健診・保健指導
- 重症化予防

※ 被保険者等に自らの生活習慣等の問題点を発見させ、
その改善を促すための取組を重視する。

Check（評価）

・データ分析に基づく効果測定・評価

Act（改善）

・次サイクルに向けて目標値及
び事業内容を見直す

Do（実施）

・事業の実施

保健師等による
・データヘルス計画策定への助言
・具体的な保健事業の取組の提示
・保健事業の評価・分析
・市町村職員への研修
・KDBシステム等データの活用 等

全国の
国保連合会

国保中央会

支
援

データヘルス計画の作成支援

・支援・評価に関するガイドラインの策定
・国保連の支援・評価結果を分析
・好事例の情報提供
・国保連合会職員・保健師等への研修
・KDBシステムの開発、支援 等

ヘルスサポート事業等
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国保・後期の年齢別被保険者数（平成30年 全国）

国保・後期の年齢別被保険者数

国保 後期

KDBシステム帳票「人口及び被保険者の状況」（平成31年5月時点）のデータを活用
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国保・後期の年齢別被保険者数

被
保
険
者
数

年齢

75歳～40歳～0歳～ 65歳～

介護保険

○ 国保の加入者は、65歳以上の前期高齢者が多い。
○ 医療保険の被保険者は、75歳を境にすべて後期高齢者医療制度に移行するが、
そのうち約8割は国保からの移行となる。

被用者保険

国保
後期
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対
人
口
比

認
定
者
数
（
万
人
）

年齢構成

要介護度の状況（平成29年度平均・年齢階層別）

要介護5

要介護4

要介護3

要介護2

要介護1

要支援2

要支援1

対人口比

要介護認定者数：国民健康保険中央会介護保険統計資料より作成
対人口比：総務省人口推計（平成29年10月現在）を基に作成

要介護認定者数は、
85歳～90歳未満が
ピーク。

85歳～90歳未満の
半数が要介護認定を
受けている。

団塊世代
（67歳~69歳）

年齢別介護認定者数と対人口比
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国保データベース（KDB）システムは、国保連合会が保険者の委託を受けて行う各種業務を
通じて管理する「特定健診・特定保健指導」「医療（後期高齢者医療含む）」「介護保険」等
の情報を活用し、統計情報や「個人の健康に関する情報」を提供し、保険者の効率的かつ効果
的な保健事業の実施をサポートすることを目的として構築されたシステムです。

保健師等が手作業で行ってきた健康づくりに関するデータ作成が効率化され、地域の現状把
握や健康課題を明確にすることが容易となります。

１．保険者等は、被保険者ごとの特定健診結果等の分析を行い、ハイリスク者を抽出した
うえで、医療レセプトから医療機関への受診状況を確認して、個別保健指導の対象者
と指導内容を決定できます。

２．保険者等は、地区別、市町村別、県別及び全国の集計情報並びに同規模保険者の集計
情報により、自らの集団としての特徴を把握して健康課題を明らかにし、それを踏ま
えた保健事業計画を策定できます。

KDBシステムを
使うと？？

住民の健康の保持・増進（地域の健康水準の向上）に寄与できると考えております。

その結果・・・

KDBシステムとは・・・



国保中央会国保連合会

健診 医療 介護

各システムからデータを連携

ＫＤＢシステム

・ 処理結果データが格納されたファイルの復号化

・ 個人が特定できる情報の復号化

・ データベースへのデータの蓄積

・ 統計情報等の作成に必要なデータを取得

・ 個人が特定できる情報を暗号化

・ 取得データが格納されたファイルを暗号化

（突合・加工処理）

①突合処理
健診・医療・介護

データを個人単位で
紐付け

②集計処理
県別集計
同規模保険者集計
全国集計

二重の
暗号化

暗
号
解
除

※個人識別情報は暗号化
したままデータ処理

（処理結果）

①統計情報
疾病別医療費分析、
健診・保健指導結果
総括表等

②個人の健康に関す
るデータ

個人別履歴
（健診結果、医療受診

状況、要介護認定
状況）等

医
療
保
険
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
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国保データベース（KDB）システムの全体像

統計情報や個人の健康に関す
るデータを画面表示または帳
票で出力可能（PDFまたは
CSV形式）

保険者等

国保組合

後期高齢者医療
広域連合

介護部門

国保部門

市町村

衛生部門

都道府県

保
険
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク



0歳～ 40歳～ 65歳～ 75歳～

健

診

医

療

介

護

（※電子データにより管理しているものに限る）

後期高齢者医療情報

介護保険情報 ※3

国民健康保険医療情報

特定健康診査・特定保健指導情報 後期高齢者健康診査情報

妊婦健康診査・乳幼児健康診査・学校健康診断情報 等

※2 2号被保険者 1号被保険者

KDB取扱範囲
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国保データベース（KDB）システムで取り扱う情報

被用者保険（協会けんぽ、組合健保 等）医療情報

※1
一定の障害
がある者

※1： 65歳以上75歳未満で一定の障害がある者
※2： 第2号被保険者（受給については、要介護、要支援状態が加齢に起因する疾病（特定疾病）による場合に限定）
※3： 「受給者台帳」に登録されている被保険者に限る
※： 健診、医療、介護情報とも対象は過去5年間分のデータのみ
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国保データベース（KDB）システムの主な対象データ

特定健診等データ管理システム

＜健診等データ（月次）＞

○ 健診台帳データ

○ 健診結果台帳データ

○ 検査問診結果台帳データ

○ 特定健診結果データ

○ 指導台帳データ

○ 指導結果台帳データ

○ 継続支援台帳データ

○ 特定保健指導結果データ

○ 被保険者マスタ

○ 除外対象者データ

○ 健診等機関マスタ

＜保険者別集計帳票データ（年次）＞

○ 特定健診リスクパターン別集計表

○ 質問票項目別集計表

○ 特定健診結果総括表

○ 特定保健指導結果総括表（動機付け）

○ 特定保健指導結果総括表（積極的）

○ 特定健診・保健指導実施結果総括表

○ 特定健診・保健指導進捗・実績管理表

健診・保健指導

国保総合システム

○医科レセプト
・レセプト管理、患者情報、傷病名情報、摘
要欄情報

○ＤＰＣレセプト
・レセプト管理、総括管理、包括評価部分、
傷病、診断群分類、摘要、傷病名、資格、
ＣＤレコード

○歯科レセプト
・レセプト管理、患者情報、傷病名情報、
摘要欄情報

○調剤レセプト
・レセプト管理、患者情報、医薬品、処方、
調剤、指導管理料

○被保険者台帳データ
・被保険者マスタ（世帯情報）、被保険者
マスタ（個人情報）

後期高齢者医療請求支払システム

○被保険者台帳データ
・被保険者マスタ（個人情報）

医療（国保・後期）

介護保険審査支払等システム

○保険者向け給付管理票情報

○国保連合会保有給付実績情報
・基本情報レコード

・明細情報レコード

・緊急時施設療養情報レコード

・所定疾患施設療養費等情報レコード

・特定診療費・特別療養費情報レコード

・食事費用情報レコード

・居宅サービス計画費情報レコード

・福祉用具購入費情報レコード

・住宅改修費情報レコード

・高額介護サービス費情報レコード

・特定入所者介護サービス費用情報レコード

・社会福祉法人軽減額情報レコード

・集計情報レコード

○保険者台帳情報

○市町村固有情報

○広域連合情報（行政区情報）

○事業所台帳情報
・基本情報、サービス情報、介護支援専門員
情報

○受給者台帳情報

介護

○ 国保データベース（KDB）システムは、国保連合会において健診・医療・介護情報を取り扱う各システムと連携し、統
計情報等の作成に必要な下記のデータを取得する。



 国保保険者等の総数およびKDBシステム参加保険者数

 KDBシステム蓄積データ件数

 突合率

（平成31年２月処理時点）

※ 介護広域連合は１保険者としてカウント。
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参加状況・データ保有量・突合率

（平成31年２月処理時点）

制度 KDBシステム参加保険者数 総保険者数 参加率

健診
国保

1,901
（国保組合160＋市町村 1,741）

1,903
（国保組合163＋市町村 1,741）

99.89 ％

後期 47 47 100.00 %

医療
国保

1,901
（国保組合160＋市町村 1,741）

1,903
（国保組合162＋市町村 1,741）

99.89 ％

後期 47 47 100.00 %

介護 （※） 1,566 1,571 99.68 ％

制度
蓄積データ件数

（代表的な実績データ件数）
期間

健診 7,721万件

平成24年6月処理
～平成31年2月処理

医療 63億6,607万件

介護 9億2,853万件

合計 73億7,181万件

健診⇔医療 医療⇔介護 国保⇔後期

97.90 ％ 99.06 ％ 86.12 ％



○これまで保険者単位で行っていたデータ分析をより細分化し、
地区単位（例：住所別、学区別等）で分析することも可能。
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国保データベース（KDB）システムの特徴

○健診・医療・介護の情報を個人単位で紐付することで、制度
横断的に分析することが可能。

１．健診・医療・介護の突合 ２．地区割りによる分析

○全国の国保連合会が管理するデータを国保中央会（共同処理
センター）へ送付し、一括して集計することで県内集計値・
同規模*集計値・全国集計値などの比較情報を作成する。

３．県・同規模・全国との比較

○保険者・県・同規模などの集計結果を性・年齢別に比較を
行いながら経年比較できる一覧表を作成する。また個人別
履歴に関しても経年比較による追跡と分析が可能。

４．経年比較、性・年齢別分析

健診
結果

医療
レセ

介護
レセ

健診
資格情報

医療
資格情報

介護
資格情報

KDB個人番号 健診 医療 介護

Ａさん 00001 ○ ○ ○

Ｂさん 00002 ○ ○ ×

KDB被保険者台帳

被保険者情報 地区割マスタ

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａさん

Ｂさん

Ｃさん

住所：Ａ市ａ町１丁目

住所：Ａ市ａ町２丁目

住所：Ａ市ｂ町１丁目

Ａ地区

Ｂ地区

突合

Ａ地区の分析 Ｂ地区の分析

※平成30年度から二次医療圏集計を追加

医療費 受診料

A市 2,335,400 XXXXXX

B市 1,693,800 XXXXXX

C市 5,115,320

・・ ・・・・・・ ・・・・・

Z市 3,577,300 XXXXXX

健診情報の比較 市区町村別データ

40～74歳

男性 女性

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

積極的
支援
修了者

動機付
支援
修了者

Ｈ29
年度

保険者 91 85 91 85

県 86 92 86 92

同規模 70 88 90 82

Ｈ28
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

同規模 XX XX XX XX

Ｈ27
年度

保険者 XX XX XX XX

県 XX XX XX XX

保健指導の状況 個人別履歴

＊人口や被保険者数を元に保険者規模を分類した区分
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高齢者の保健事業に関する主な帳票



地域における健診の実施状況等とその特徴を把握する。

【地域の状況把握（現状分析）】 （Ⅱ健診データから地域の健康課題を把握する）

「後期高齢者の健診状況」（帳票ID：P26_018）健診の結果やレセプト情報をもとに、被保険者の健診受診状況（健診受診者数・健診未受診者
数）や医療機関の受診状況、生活習慣病の保有状況、保健指導判定値や受診勧奨判定値の到達者数を見ることができます。

活用方法

健診未受診かつ生活
習慣病の治療がある
ため、健診受診によ
る健康リスク把握が
必要です。

以下項目は平成29年度以前は以
下のとおり読み替えること。
・随時血糖 項目なし
・中性脂肪 ≧1000mg/dl
・non-HDL 項目なし

健診結果が悪いにも関わらず
治療をしていない者の人数を
把握します。
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有病状況の割合の変化（傾向）を把握する。

「医療・介護の突合（有病状況）」（帳票ID：P25_006） 性・年齢階層別に、要介護（支援）認定者※における有病状況の割合を経年比較で見る
ことができます。また県・同規模・国と比較することができます。

活用方法

（比較先）
県

以下の年齢階層より選択可能。
「40歳～」・ 「40～64歳」・「65～69歳」・「 70～74歳」・
「75～79歳」・「80～84歳」・「85～89歳」・「90～94歳」・
「95～99歳」・「100歳～」

※「受給者台帳」に登録されている被保険者に限る。

有病状況の変化を経年的に把握し、保健事業の
ターゲットとすべき疾病を検討します。

【重点課題の抽出（健康課題の明確化）】（Ⅲ介護データから重点課題を抽出する）

14



「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」（帳票ID：P27_009）

グラフ化する

健診データのグラフ例 BMI 18.5以下の地区別人数割合

15

地区統計用コードを用い、
地区の人数とBMI 18.5以下の者を集計、
グラフ化する

csvデータを出力

0%

5%

10%

15%

BMI 18.5以下の地区別人数割合

上位・中位・下位で
地区の地図を
色分けする
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介護に関する主な帳票



介護データのグラフ例 要介護認定率

5ヶ年分のcsvデータを出力

各年度の認定者数を一覧にする

「地域の全体像の把握」(帳票ID：P21_001)

H26 H27 H28 H29

保険者 16.85% 17.50% 17.47% 16.89%

県 21.37% 21.88% 22.03% 20.00%

同規模 19.95% 20.23% 20.11% 19.50%

国 20.56% 21.00% 21.41% 18.86%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

1号認定率の推移

H26 H27 H28 H29

保険者 0.49% 0.46% 0.49% 0.67%

県 0.49% 0.48% 0.47% 0.45%

同規模 0.41% 0.40% 0.38% 0.39%

国 0.40% 0.38% 0.38% 0.37%

0.0%

0.2%

0.4%

0.6%

0.8%

2号認定率の推移

17

グラフ化する



「要介護(支援)者認定状況」(帳票ID：P24_001)

H25 H26 H27 H28 H29

2号（40～64歳） 279 276 271 259 268

1号（65～74歳） 1,049 1,122 1,156 1,135 1,157

1号（75歳以上） 8,981 9,163 9,516 9,526 9,607

0

5,000

10,000

要介護認定者数の推移

各年度の認定者数を算出

5ヶ年分のcsvデータを出力

グラフ化する

介護データのグラフ例 要介護認定者数の推移をみる

18



「医療・介護の突合の経年比較介護(要介護度別1件当たり
給付費)―経年変化」(帳票ID：P25_004)

csvデータを出力

5ヶ年分のデータが入っているので、
各年度の総給付費を算出

1,562 1,592 1,612 1,617 1,619 

0

500

1,000

1,500

2,000

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

千万円 介護給付費の推移

グラフ化する

介護データのグラフ例 介護給付費の推移をみる

19



使用帳票 「医療・介護の突合の経年比較介護(要介護度別1件
当たり給付費)―経年変化」(帳票ID：P25_004)
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1
0
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万円 年齢別要介護度別介護給付費（平成29年度 男女計）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

グラフ化する

csvデータを出力

介護データのグラフ例 年齢別要介護度別介護給付費

※100歳以上は、100歳に含まれる。

20



0

50,000

100,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

万円

要介護度別介護給付費（男性）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2

要介護3 要介護4 要介護5

0

50,000

100,000

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

万円

要介護度別介護給付費（女性）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2

要介護3 要介護4 要介護5

介護データのグラフ例 介護給付費

5ヶ年分のデータが入っているので、
各年度の要介護度別総給付費を算出

csvデータを出力

「医療・介護の突合の経年比較介護(要介護度別1件当たり
給付費)―経年変化」(帳票ID：P25_004)

グラフ化する

21



0

2,000

4,000

6,000

8,000

1号認定者における要介護度別有病状況

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人）

0

50

100

150

2号認定者における要介護度別有病状況

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

（人）

「要介護(支援)者有病状況」(帳票ID：P24_002)

※有病状況は、レセプト記載傷病名を抽出しており、介護に至る直接的な原因疾患とは言えないが、
要介護認定者がどういった疾患を持っているかの把握に活用できる。

グラフ化する

csvデータを出力

介護データのグラフ例 要介護（支援）認定者の有病状況
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介護データのグラフ例 健診なし医療なし介護認定なしの者

23

csvデータを出力

健診
○＝健診あり
●＝保健指導あり

医科受診
○＝受診あり
●＝生活習慣病あり

介護認定
○＝介護認定あり
●＝介護受給あり

地区

健診あり 健診なし

医療あり 医療なし 医療あり 医療なし

介護あり 介護なし 介護あり 介護なし 介護あり 介護なし 介護あり 介護なし

A地区 2.1% 18.2% 0.1% 0.6% 25.5% 45.7% 1.0% 6.9%

B地区 2.4% 17.7% 0.0% 0.8% 28.1% 43.8% 1.3% 6.0%

C地区 1.1% 21.0% 0.0% 1.0% 23.5% 45.6% 0.7% 7.0%

D地区 0.8% 14.7% 0.0% 0.9% 30.5% 47.6% 0.2% 5.3%

E地区 1.7% 21.8% 0.0% 1.2% 27.5% 41.6% 0.4% 5.7%

F地区 3.1% 23.6% 0.0% 1.6% 28.9% 37.1% 0.9% 4.8%

G地区 2.1% 20.5% 0.0% 1.5% 27.8% 40.7% 1.0% 6.3%

H地区 0.5% 12.8% 0.0% 0.7% 26.9% 54.9% 0.5% 3.7%

I地区 1.4% 14.7% 0.0% 0.9% 26.6% 51.7% 0.2% 4.5%

J地区 0.0% 11.3% 0.0% 0.6% 29.2% 53.9% 0.0% 5.0%

健診・医療・介護の有無を集計。
各地区に占める該当する人数の割合を
上位・中位・下位で色分けする。

「被保険者管理台帳」(帳票ID：P26_006)

健診なし・医療なし・介護なしを
地区の地図で色分けする
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具体的な事業を行う際に活用できる帳票



国保・後期高齢者保健事業への対応

③
事業企画

④
事業実施

①
事業実施主体の

体制整備

②
地域連携体制の

構築

⑤
評価と
その活用

ガイドラインにおける事業実施概要

事業対象者

実際に実施
（事業参加群）

未実施
（事業未参加群）

実施予定外

③－１ 抽出条件の設定

③－２ 実施予定者の選定

④ 声掛け・介入支援

⑤ 比較

事業実施予定者

① 健康課題の把握

《ガイドライン※①》
地域の全体における性別、年齢層等の視点による該当者数・該当者割合等を把握し、全体的傾向としての健康課題を把握します。
《ガイドライン※③～⑤》
実際に介入支援を行う対象者を具体的に抽出します。また、実施済・実施中断の状況を、1人ずつ記録します。個人毎の実施状況の記録をもとに、介
入した人／しなかった人における健診・医療・介護の状況の比較をし、事業評価をします。

中断

・健康課題の把握
・後期広域連合と市区町村での課題共有
・取組テーマ・対象地域の特定
・チーム形成
・外部からの情報収集

・都道府県との調整
・関係団体への事前相談
・後期広域連合と市区町村間での情報提供の環境整備

・取組の方向性の決定

・対象者の抽出基準の設定と概数の把握
・予算・人員体制の検討

・対象者から参加予定者の絞込み
・目標・評価指標の設定
・支援内容の検討

・事業参加者への声掛け
・事業参加者の日程調整
・かかりつけ医等関係者への事業説明

・支援の実施（初回・継続的支援）

・事業評価
・事業報告
・次期計画への見直し

対象者の抽出・事業参加者等の実施前後の比較を行える帳票

25

※ガイドライン：「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」（厚生労働省、平成30年4月27日）

KDBシステムにおける対応



国保・後期高齢者保健事業への対応

③
事業企画

④
事業実施

①
事業実施主体の

体制整備

②
地域連携体制の

構築

⑤
評価と
その活用

ガイドラインにおける事業実施概要

事業対象者

実際に実施
（事業参加群）

未実施
（事業未参加群）

実施予定外

③－１ 抽出条件の設定

③－２ 実施予定者の選定

④ 声掛け・介入支援

⑤ 比較

事業実施予定者

① 健康課題の把握

《ガイドライン※①》
地域の全体における性別、年齢層等の視点による該当者数・該当者割合等を把握し、全体的傾向としての健康課題を把握します。
《ガイドライン※③～⑤》
実際に介入支援を行う対象者を具体的に抽出します。また、実施済・実施中断の状況を、1人ずつ記録します。個人毎の実施状況の記録をもとに、介
入した人／しなかった人における健診・医療・介護の状況の比較をし、事業評価をします。

中断

・健康課題の把握
・後期広域連合と市区町村での課題共有
・取組テーマ・対象地域の特定
・チーム形成
・外部からの情報収集

・都道府県との調整
・関係団体への事前相談
・後期広域連合と市区町村間での情報提供の環境整備

・取組の方向性の決定

・対象者の抽出基準の設定と概数の把握
・予算・人員体制の検討

・対象者から参加予定者の絞込み
・目標・評価指標の設定
・支援内容の検討

・事業参加者への声掛け
・事業参加者の日程調整
・かかりつけ医等関係者への事業説明

・支援の実施（初回・継続的支援）

・事業評価
・事業報告
・次期計画への見直し

対象者の抽出・事業参加者等の実施前後の比較を行える帳票

26

※ガイドライン：「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」（厚生労働省、平成30年4月27日）

KDBシステムにおける対応

低栄養に関する事業以外にも、
地域サロンや介護予防事業など様々な事業におい
て、対象者の選定・実施状況の管理・事業評価に

活用することができる機能



活用例（低栄養リスク者に対する保健指導①）

「介入支援対象者の絞り込み(栄養・重症化予防等)」（S20_040)
健診情報、医療情報、受診情報、基本チェックリストのいずれか1つ、または組み合わせにより、事業実施対象者を抽出します。
抽出条件を組み合わせた場合は、それらの条件につき「全て一致」で抽出します。

＜想定例の抽出条件を選択＞
年齢 ： 60歳以上75歳未満
BMI ： 18.5Kg/㎡未満

①抽出条件の設定
前期高齢者のうち、健診結果からBMI 18.5未満の者を抽出する。

27

例えば糖尿病性腎症重症化予防事業では、
HbA1cや血糖、血圧、医療受診状況等で抽
出条件を選択できる。



レ

レ

実
施
予
定
者

レ

②実施予定者の選定
「介入支援対象者一覧」に抽出された方の一覧が出力される。
医療や健診、介護等の個別の情報を確認し、事業の実施予定者の選定を行い、チェックを入れる。

28

活用例（低栄養リスク者に対する保健指導②）

「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」（帳票ID：P27_009）

※画面の表示項目については、p.33参照
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中
断
者

レ

事業実施期間

開始日 終了日

○○ △△

○○

事業参加群

事業未参加群

分類外

中断群

③声掛け・介入支援
保健指導実施後、実施予定者の状況（実施・中断）を入力する。入力により事業参加群・未参加群等の分類が行われる。

29

活用例（低栄養リスク者に対する保健指導③）

「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」（帳票ID：P27_009）

＜入力状況に応じて分類＞

※画面の表示項目については、p33参照

レ



④ 比較
事業実施予定者の個別状況の比較や、事業参加群と未参加群の比較を行い、事業の効果を測る。

番号

基本情報 事業実施期間

比較年度
事業実
施状況

健診情報

被保険者記号番号
氏名

性別 年齢 開始月 終了月 BMI

1
00000000
国保 太郎 男 63 H29.12 H30.02

H32年度 0

H31年度 0

H30年度 1 18.5

H29年度 0 18.3

H28年度 ー ー

管理ID

基本情報 健診情報

保健事業名 介入分類
人数

比較年度 性別 BMI
男性 女性

111111 ○○○○

事業参加群 11 12

H30年度
男 18.5

女 18.4

H29年度
男 18.1

女 18.2

事業未参加群 4 2

H30年度
男 18.4

女 17.9

H29年度
男 18.4

女 18.0

事業中断群 2 1

「介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿個人別」

「介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿全体」

30

活用例（低栄養リスク者に対する保健指導④）
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事
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定
者

レ
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業
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事
業
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断
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レ

事業実施期間

開始日 終了日

○○ △△

○○

事業参加群

事業未参加群

分類外

中断群

※数値はイメージ。「事業参加群」「事業未参加群」「中断群」の順に一覧で並ぶ。

※数値はイメージ
※画面の表示項目については、p.34、35参照

レ



「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」（帳票ID：P27_009）
「介入支援対象者の絞込み（栄養・重症化予防等）」画面で抽出した事業実施対象者の情報を個別に確認のうえ、事業実施
予定者の選定、実施状況の入力を行うことができます。
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1
000000
国保 太郎

男 63 0 0 0 0 78.7 +3.8 26.4 91.0 0.0 592 0.0 5.2 ― 241 62.0 118 ― 170.0 94.0 Ⅱ度 44 50 211 6.8 0.96 60.40 ± 57.4 19.8 血圧 無

医療情報 介護情報 基本チェックリスト項目
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導
料

生活習慣病治療状況 傷病名 医療費

要

介

護

度

介

護

給

付

費

Q

1

Q

2

Q

3

Q

4

Q

5

Q

6

Q

7

Q

8

Q

9

Q

1

0

Q

1

1

Q

1

2

Q

1

3

Q

1

4

Q

1

5

Q

1

6

Q

1

7

Q

1

8

Q

1

9

Q

2

0

Q

2

1

Q

2

2

Q

2

3

Q

2

4

Q

2

5

未治療
（可能性あり）

治療中断
(可能性あり)

糖

尿

病

高

血

圧

症

脂

質

異

常

症

痛

風

・

高

尿

酸

血

症

脂

肪

肝

筋

骨

格

系

疾

患

等

そ

の

他

の

循

環

器

系

疾

患

糖

尿

病

性

腎

症

糖

尿

病

性

腎

症

以

外

の

腎

疾

患

C

O

P

D

肺

炎

そ

の

他

機

能

低

下

の

関

連

疾

患

が

ん

認

知

症

う

つ

統

合

失

調

症

医科

歯

科

調

剤血
糖
血
圧
脂
質

肝
機
能

腎
機
能

糖
尿
病

糖
尿
病
性
腎
症

入

院

外

来

○ ○ 0 120,580 0 0

介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）保険者番号

保険者名

地区

保健事業名

：

：

：

：

作成年月

印刷日

ページ

：

：

：

（参考）帳票「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」



「介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿個人別」（帳票ID：P27_010）
「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」画面で事業実施状況を記録しておくことにより、被保険者別の健診、医療、介
護の状況を5年間分確認することができます。

事業実施予定者別の健診・医療・介護の状況を経年（5年間）で確認し、事業実施
前後における値の変化について確認します。
「事業参加群」「事業未参加群」「中断群」の順に一覧で並びます。
（表示項目は「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」と同様）

32

番
号

基本情報
事業

実施期間 比
較
年
度

事
業
実
施

状
況

健診情報

被保険者記号番号
氏名

性
別

年
齢

開始月 終了月 体
重

…

1
00000000
国保 太郎

男 63 H29.12 H30.02

H32年度 0

H31年度 0

H30年度 0

H29年度 1 78.7 …

H28年度 ー ー

（参考）帳票「介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿個人別」



「介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿全体」（帳票ID：P27_011）
「介入支援対象者一覧（栄養・重症化予防等）」画面で事業実施状況を記録しておくことにより、事業実施予定者の「事業参加群」
「事業未参加群」別に、群単位の健診・医療・介護の値（平均値、最大値、最小値、中央値）を2年間分確認することができます。
※「事業中断群」は人数のみの表示

以下の項目より選択可能。
「平均値」・「最大値」・「最小値」・「中央値」
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管理ID

基本情報 健診情報

保健事業名 介入分類

人数 比
較
年
度

性
別

体
重
差
分

…
男
性

女
性

00000 ○○○○

事業参加群 11 12

H30年度
男

女

H29年度
男

女

事業未参加群 0 2

H30年度
男

女

H29年度
男

女

事業中断群 4 1

群レベル（事業参加群、事業未参加群）での健診・医療・介護
に関する値を経年（2年間）で確認し、事業実施前後における値
の変化について確認します。

（参考）帳票「介入支援実施前後の比較（栄養・重症化予防等）＿全体」



「介入支援対象者一覧（服薬管理）」（帳票ID：P27_017）
「介入支援対象者の絞込み（服薬管理）」画面で抽出した事業実施対象者の情報を個別に確認のうえ、事業実施予定者の選
定、実施状況の入力を行うことができます。

34

（参考）帳票「介入支援対象者一覧（服薬管理）」

事業実施予定者に対し、画面の編集モード
で事業実施・中断に関するチェック、事業
担当者、開始日・終了日を記録します。



「介入支援実施前後の比較（服薬管理）＿個人別」（帳票ID：P27_018）
事業実施予定者の事業実施前後の重複・頻回受診、重複・多剤処方の状況を閲覧することができます。

35

（参考）帳票「介入支援実施前後の比較（服薬管理）＿個人別」



「介入支援実施前後の比較（服薬管理）＿全体」（帳票ID：P27_019）
「介入支援対象者一覧（服薬管理）」画面で事業実施状況を記録しておくことにより、事業実施予定者の「事業参加群」「事業未
参加群」別に、群単位の統計的な値（平均値、最大値、最小値、中央値）を、事業実施前後で比較・確認することができます。
※事業中断群は人数のみの表示

36

（参考）帳票「介入支援実施前後の比較（服薬管理）＿全体」

以下の項目より選択可能。
「平均値」・「最大値」・「最小値」・「中央値」

※1 介入前：介入支援対象者一覧（服薬管理）で入力した改質器（開始日より算出）の－1か月、－2か月、－3か月を集計
介入後：介入支援対象者一覧（服薬管理）で入力した終了月（終了日より算出）の＋1か月、＋2か月、＋3か月を集計

※2 介入前：事業参加群の中で最も早い開始月の－1か月、－2か月、－3か月を集計
介入後：事業参加群の中で最も遅い開始月の＋1か月、＋2か月、＋3か月を集計
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さいごに



＜データ提供内容の種類＞

○ 「地域の全体像の把握」に係るデータ提供内容の分類（図1）では、「医療の分析」（47％）が最も多く、次いで「特定健診・保健指導の
分析」（26％）となっている。また、「その他（複合的なものを含む）」（21％）には、特定健診と医療受診の関係図、データヘルス計画
のひな形などを提供していることが分かった。「介護の分析」は6％であった。

○ 「個別保健事業」に係るデータ提供内容の分類（図2）は、「糖尿病重症化予防」（21％）、「その他（複合的なものを含む）」
（17％）、「特定健康診査」（15％）、「糖尿病以外の生活習慣病重症化予防」（12％）、「特定保健指導」（10％）となってい
る。「その他（複合的なものを含む）」には、高齢者の低栄養防止・重症化予防などが含まれている。

○ これらの結果から、国保連合会はこれまで国保の保健事業を中心に支援してきたため、介護関連データ分析は少なく、生活習慣病等の重
症化予防を中心とした医療費適正化に資するためのデータを提供することが多いと言える。
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医療の分析

47%

介護の分析

6%

特定健診・特

定保健指導の

分析

26%

その他（複合

的なものを含

む）

21%

図1）地域の全体像の把握（提供内容） n=563

特定健康診査

15%
特定保健指導

10%

メタボリックシンド

ローム該当者及

び予備群の減少

率

5%

糖尿病重症化

予防

21%

糖尿病以外の生

活習慣病重症

化予防

12%

重複服薬者に対

する取組

5%

重複・頻回受診

に対する取組

7%

後発医薬品の促

進に対する取組

7%

地域包括ケア推

進に対する取組

1%

その他（複合的

なものを含む）

17%

図2）個別保健事業（提供内容） n=334

国保連合会における保険者へのデータ提供について

KDBシステム等データ利活用状況調査結果（平成29年8月）より
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○ 国保連合会では保険者のニーズに対応したデータの抽出・情報提供（医療費、特
定健診・特定保健指導、重症化予防）が多い。また、数値のみではなく、グラフ等に
見える化したデータを提供している。

○ 地区単位の介護データを見るためには、国保ユーザ又は後期ユーザからのログインが
必要。
⇒庁内連携が必要。

○ 国保を中心にシステム開発を行っているので、現状のKDBシステム帳票には介護
データが多いとは言えない。今後、介護予防の視点を含め、さらにデータを充実させて
いく必要がある。

○ 保険制度をまたいだデータの閲覧
現行法令では保険制度をまたいで個人の健康に関する情報を閲覧できる根拠が明確に存在

しない。このためKDBシステムでは、各保険者が保険制度をまたいで閲覧する場合、基本的に保
険制度内で閲覧を閉じる設計としている。 ⇒法整備がされた（令和元年5月15日成立）
現在は、各保険者間（国保⇔後期、国保⇔介護等）において個人情報保護審査会や契

約等調整の上、閲覧権限の設定を変更することにより保険制度をまたいだ閲覧が可能となってい
るが、実現に至っていない保険者が多くある。

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施に関するKDBシステムの現状



○ 健康寿命の延伸のためには、前期高齢者からの健康づくり・予防活動が重要であり、
後期高齢者へ向けて一貫した保健事業が必要。

○ 後期高齢者医療制度においては、健診が義務化されておらず、健診受診者が少ない。
⇒健診データが少ない。健診時の質問票のデータが少ない。
⇒より多くの方の健康状態を把握するためには、医療データや介護データが必要。
⇒医療機関や介護サービス事業者との連携が必要。

○ 介護分野におけるデータヘルスの視点が必要

・ まち全体を俯瞰してみる視点
・ データを用いた対象者の抽出、事業評価

○ KDBデータを活用しやすくするために保険者への人材育成の研修が求められている。

○ 保険制度をまたいだデータの閲覧について解消するためには、個人情報の保護のもと、
保険者内部の関係部署（国保部署、衛生部署、介護部署等）でどのように連携すれ
ばよいか、法律の整備後の具体的な進め方について周知が必要。
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高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施の推進に向けて



＜事業の内容＞

国保連合会による高齢者の特性を踏まえた保健事業の全国的な横展開のための研修会の開催（2019年度）

＜経緯・目的＞

○ 厚生労働省においては、平成28、29年度に高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進に係る事業をモデル実施し、当

該事業の検証結果などを踏まえて、平成30年４月に「高齢者の特性を踏まえた保健事業ガイドライン」を策定した。

○ 平成30年度からは、ガイドラインの普及などを通じ、高齢者の特性を踏まえた保健事業を全国的に横展開することと

している。

○ これを踏まえ、保健事業のガイドラインの普及及び保健事業の全国的な横展開や介護予防との一体的な実施の推進を

目的とした事業を行う。

国保
中央会

後期高齢
者医療広
域連合

市町村

国保
連合会

○プロジェクトチームによ
る研修方法の提示
○研修会の実施
○KDBシステムの活用
について情報提供

○情報交換会の実施
○KDBシステムの活用につ
いて情報提供

○連携
○高齢者保健事業
の推進

○研修会の実施
○KDBシステムの操作
及び活用支援
○支援・評価委員会に
よる支援

○研修会の実施
○KDBシステムの操作
及び活用支援
○支援・評価委員会に
よる支援

国保連合会が広域連合及び市町村を
支援するための基盤整備

○ プロジェクトチームの立ち上げ
・ガイドラインを基に国保連合会が実務担当者に対し
て行う研修の指針（内容、方法）を検討

○ 国保連合会向け研修会の実施
○ 広域連合向け情報交換会の実施
○ 国保データベース（KDB）システムの活用について
情報提供

国保中央会が実施

後期高齢者医療広域連合及び市町村の実践支援

○ 研修会の実施
・国保中央会が示す研修指針を基に、広域連合及び
市町村の実務者に対して研修を実施

○国保データベース（KDB）システムの操作及び活用
支援

○ 国保・後期高齢者ヘルスサポート事業における国保
連合会保健事業支援・評価委員会による支援

国保連合会が実施
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第八節 高齢者保健事業等に関する援助等

（高齢者保健事業等に関する援助等）

第百三十一条 国保連合会及び指定法人は、後期高齢者医療の運営の安定化を図るため、後期高齢者医療広域連合が

行う高齢者保健事業及び第百二十五条第五項に規定する事業、後期高齢者医療給付に要する費用の適正化のため

の事業その他の事業（以下この条において「高齢者保健事業等」という。）に関する調査研究及び高齢者保健事業等

の実施に係る後期高齢者医療広域連合間（国保連合会においては、後期高齢者医療広域連合と当該後期高齢者

医療広域連合から第百二十五条の二第一項前段の規定により委託を受けた市町村との間及び当該委託を受けた市町

村間を含む。）の連絡調整を行うとともに、高齢者保健事業等に関し、専門的な技術又は知識を有する者の派遣、情

報の提供、高齢者保健事業等の実施状況の分析及び評価その他の必要な援助を行うよう努めなければならない。
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医療保険制度の適正かつ効率的な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律第３条による
改正後の高齢者の医療の確保に関する法律（昭和五十七年法律第八十号）（抄）

施行期日：平成32年4月1日

（参考）


